
 

こ ど も 福 祉 課 

 
係 分掌事務 

子
育
て
企
画
係 

( 1 ) 子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

( 2 ) 次世代育成支援対策行動計画に関すること。 

( 3 ) ファミリーサポートセンター事業に関すること。 

( 4 ) 地域子育て支援拠点事業に関すること。 

( 5 ) 児童虐待に関すること。 

( 6 ) 乳幼児健康支援一時預かり事業に関すること。 

( 7 ) 来庁者子育て支援コーナーに関すること。 

( 8 ) こどもショートステイ事業に関すること。 

( 9 ) 子ども・子育て支援情報発信事業に関すること。 

(10) 子育て支援施策の調整に関すること。 

(11)  こども家庭相談に関すること。 

児
童
給
付
係 

( 1 ) 児童手当に関すること。 

( 2 ) 児童扶養手当に関すること。  

( 3 ) 母子及び父子並びに寡婦福祉に関すること。   

( 4 ) 奨学金に関すること。 

( 5 ) 宇治市奨学資金に関すること。  

( 6 ) 入院助産施設及び母子生活支援施設に関すること。 

( 7 ) 関係団体の補助に関すること。 

( 8 ) 児童館に関すること。 

学
童
保
育
係 

( 1 ) 育成学級指導員に関すること。 

( 2 ) 学童保育協力金の調定及び収納に関すること。 

( 3 ) 放課後児童健全育成事業に係る傷害保険に関すること。 

( 4 ) 児童の入退級に関すること。 

( 5 ) 育成学級の施設に関すること。 

( 6 )  その他放課後児童健全育成事業に関すること。 
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区 分 

 

１ 乳幼児健康支援一時預かり事業 

 

所管係 子育て企画係 

 

 

 

   病気回復期等で集団保育が困難であり、保護者の勤務の都合等により家庭での保育が困難な児童に対し

て保育と看護を行うもので、平成 8 年 9 月から宇治病院、平成 14 年 11 月から浅妻医院、平成 27 年 7 月

から宇治徳洲会病院の 3か所で実施している。 

 

 

 

 

◇ 宇治市乳幼児健康支援一時預かり事業実施要項（平成 8年 9月 3日施行） 

 

 

 

 

利用状況（延べ利用日数）                       （各年度 3月末現在） 

            年 度 
区 分 

26 27 28 29 30 

宇 治 病 院 583 日 693 日 562 日 625 日 451 日 

浅 妻 医 院 1,015 日 803 日 749 日 756 日 686 日 

宇治徳洲会病院 － 286 日 720 日 688 日 476 日 

計 1,598 日 1,782 日 2,031 日 2,069 日 1,613 日 
 

 

区 分 

 

２ 地域子育て支援拠点事業 

 

所管係 子育て企画係 

 

 

 

少子高齢化や家族規模の縮小、地域社会の変化など、子どもや子育てをめぐる環境が大きく変化する中

で、家庭や地域における子育て機能の低下や子育て中の親の孤独感や不安感の増大等に対応するため、  

地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点を設置することにより、地域の子育て支援機

能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援している。 

実施施設として、市直営の地域子育て支援基幹センター（「げんきひろば」を含む、JR 宇治駅前市民交

流プラザ ゆめりあ うじ内）及び西部地域子育て支援センター（小倉双葉園保育所内）、社会福祉法人に

委託した南部地域子育て支援センター（同胞こども園内）、東部地域子育て支援センター（なかよし保育園・

分園「あいあい」内）及び北部地域子育て支援センター（第 2登りこども園「ほーぷるのぼり」内）、ＮＰ

Ｏ法人に委託した「りぼん」（平和堂 100BAN 店 2 階）、「ぶんきょうにこにこルーム」（京都文教大学・   

京都文教短期大学月照館１階）、「ひあ にしおぐら」（小倉町南浦）、「toridori（トリドリ）」（アル・プラザ

宇治東 2階）がある。 

 

 

 

 

◇ 宇治市地域子育て支援拠点事業実施要項（平成 20年 4月 1日施行） 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  

事 業 の 現 況

の 
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区 分 

 

３ ファミリー・サポート・センター 

 

所管係 子育て企画係 

 

 

 

保護者の就労と子育て等の両立を図るため、子育て等の援助を行いたい人と受けたい人を会員として組

織化し、子育て等の援助活動を行うことで安心して働くことのできる環境づくりを支援するファミリー・

サポート・センターをＪＲ宇治駅前市民交流プラザ ゆめりあ うじ内に開設し、アドバイザーを配置して、

会員登録の受付、援助活動等を行っている。 

 

 

 

 

会員数及び利用件数                         （各年度 3月末現在） 

            年 度 
区 分 

26 27 28 29 30 

援 助 会 員 146 人 136 人 128 人 120 人 123 人 

依 頼 会 員 1,408 人 1,474 人 1,412 人 1,382 人 1,328 人 

両 方 会 員 33 人 29 人 32 人 28 人 24 人 

計 1,587 人 1,639 人 1,572 人 1,530 人 1,475 人 

利 用 件 数 2,111 件 2,099 件 1,296 件 1,378 件 1,449 件 

※両方会員とは、援助会員であり、かつ依頼会員である会員をいう。 

 

 

区 分 

 

４ こどもショートステイ事業 

 

所管係 子育て企画係 

 

 

 

保護者が疾病や疲労等の理由により、家庭において児童を養育することが一時的に困難となった場合に、

当該児童を実施施設において一定期間養育・保護を行うものとして平成 17年度より実施。実施施設は、桃

山学園と京都大和の家の 2か所。 

 

 

 

 

◇ 宇治市こどもショートステイ事業実施要項（平成 17年 4月 1日施行） 

 

 

 

 

利用状況（延べ利用日数）                       （各年度 3月末現在） 

            年 度 
区分 

26 27 28 29 30 

利 用 日 数 31 日 39 日 78 日 21 日 11 日 
 

制 度 の 概 要  

事 業 の 現 況  

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

事 業 の 現 況  
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区 分 

 

 

５ 地域子育てひろば支援事業 

 

 

所管係 

 

 

子育て企画係 

 

 

 

 

家族規模の縮小などにより地域コミュニティが希薄化する中で、孤立しがちな子育て家庭を支援するた

め、主に乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集い交流を図ることを目的とした集会所等での地域住民に

よる「子育てひろば」の運営を補助金の交付等により促進し、地域における子育て家庭と地域住民との子

育て支援関係づくりを支援している。 

 

 

 

 

◇ 宇治市地域子育てひろば支援事業実施要項（平成 18年 10月 1日施行） 

 

 

 

 

○ 補助件数 

平成 26年度 6か所 

平成 27年度 6か所 

平成 28年度 6か所 

平成 29年度 6か所 

平成 30年度 5か所 

 

区 分 

 

６ 子育て支援総合コーディネート事業 

 

所管係 子育て企画係 

 

 

 

子育て家庭への支援の充実を図るため、「来庁者子育て支援コーナー」に子育て支援総合コーディネータ

ー（専門相談員）と保育士を配置し、本市独自の行政サービスである来庁者の子どもの一時預かり及び子

ども・子育て支援新制度に基づいた利用者支援事業として子育て支援全般に関する相談を実施している。 

 

 

 

 

◇ 宇治市来庁者子育て支援コーナー事業実施要項（平成 27年 4月 1日施行） 

 

 

 

 

利用状況（延べ利用人数）（3月末現在） 

            年 度 
区分 

27 28 29 30 

預 か り 1,794 人 1,947 人 1,812 人 1,824 人 

相 談 815 人 1,250 人 1,351 人 1,508 人 
 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

事 業 の 現 況  

制 度 の 概 要  

事 業 の 現 況  

根 拠 法 令 等  
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区 分 

 

７ 児童手当の支給 

 

 

所管係 

 

児童給付係 

 

 

 

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するため 

支給するもの。平成 22年 4月から平成 24年 3月までは「子ども手当」として同様の支給があった。 

 

（主な支給要件） 

① 日本国内に住所を有すること 

② 15歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある児童（中学校修了前の児童）を養育してい

ること 

③ 児童が国内に居住していること（留学を除く） 

 

（支給額） 

支給対象となる児童 月  額 

0歳～3歳未満 一律 15,000円  

3歳以上～小学校修了前 
第 1子・第 2子 10,000円  

第 3子以降 15,000円  

小学校修了後中学校修了前 一律 10,000円  

※ 所得制限超過の場合は、上記によらず一律 5,000円  

 

（財源の負担割合） 

支給対象となる児童 国 府 市 

0歳～3歳未満 
被用者 37／45 4／45  4／45 

非被用者 4／6 1／6 1／6 

3歳以上～ 

小学校修了前 

第 1子・第 2子 4／6 1／6 1／6 

第 3子以降 4／6 1／6 1／6 

小学校修了後中学校修了前 4／6 1／6 1／6 

所得制限超過世帯 4／6 1／6 1／6 

※国には事業主負担分を含む                     （平成 24年 4月分より） 

 

 

 

 

 

◇ 児童手当法（昭和 46年法律第 73号） 

◇ 児童手当法施行令（昭和 46年政令第 281号） 

◇ 児童手当法施行規則（昭和 46年厚生省令第 33号） 

◇ 児童手当の支払日に関する規則（昭和 50年宇治市規則第 10号） 

 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  
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   児童手当支給状況                           （各年度 3月末現在） 

年 度 
区 分 

26 27 28 29 30 

受給者数  (人) 14,043 13,675 13,150 12,932 12,602 

児 童 数 (人) 23,243 22,671 21,881 21,420 20,824 

支 給 額 (円) 3,171,865,000 3,096,955,000 3,014,075,000 2,926,380,000 2,847,550,000 

    

 

    

 

区 分 

 

 

８ 児童扶養手当の支給 

 

 

所管係 

 

 

児童給付係 

 

 

 

 

父母の離婚等で、父又は母と生計を同じくしていない児童等を養育する家庭（ひとり親家庭）の生活の

安定と自立の促進に寄与し、児童の福祉の増進を図るため支給するもの。対象となる児童は、18歳に達す

る日以後最初の 3月 31日までの児童若しくは 20歳未満の中程度以上の障害がある児童。 

  平成 14年 8月以降、府からの権限委譲により、市において審査・決定し支給。所得制限あり。 

  平成 22年 8月以降、父子家庭も支給の対象となった。 

  平成 26年 12月以降、公的年金等を受給している場合、年金額が児童扶養手当額より少額であれば、    

その差額が支給されるようになった。 

  平成 28年 8月以降、第 2子以降の加算額が引き上げられた。また、加算額はこれまでの定額から所得に

応じて支給額が逓減されるようになった。 

   平成 30年 8月以降、全部支給の所得制限限度額が引き上げられた。 

 

（支給要件） 

次のいずれかに該当する児童について、父又は母等がその児童を監護し、かつ、生計を同じくしてい

る場合に支給される。 

    ① 父母が婚姻を解消した児童 

    ② 父又は母が死亡した児童 

    ③ 父又は母が一定程度の障害の状態にある児童 

    ④ 父又は母の生死が明らかでない児童 

⑤ その他（父又は母が 1 年以上遺棄している児童、父又は母が裁判所からの DV 保護命令を受けた  

児童、父又は母が 1年以上拘禁されている児童、母が婚姻によらないで懐胎した児童など） 

 

制 度 の 現 況  

制 度 の 概 要  
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  （支給額）               

  全部支給 一部支給 

第 1子 42,910円 42,900円～10,120円 

第 2子 10,140円 10,130円～5,070円 

第 3子以降 6,080円 6,070円～3,040円 

（平成 31年 4月分より） 

 

 

（支給月） 

    4月、8月、12月の 3期で前月分までを支給する。 

 

 

（財源の負担割合） 

国 1／3 市 2／3 

 

 

 

 

 

◇ 児童扶養手当法（昭和 36年法律第 238号） 

◇ 児童扶養手当法施行令（昭和 36年政令第 405号） 

◇ 児童扶養手当法施行規則（昭和 36年厚生省令第 51号） 

◇ 児童扶養手当の支払日に関する規則（平成 14年宇治市規則第 37号） 

 

 

 

 

 

児童扶養手当受給者数(全額支給停止者を含む)              （各年度 3月末現在） 

年 度 
区 分 

26 27 28 29 30 

 受 給 者 数（人） 1,833 1,823 1,773 1,753 1,708 

 対象児童数（人） 2,602 2,520 2,407 2,356 2,260 

 支 給 額（円） 794,385,818 796,955,090 803,517,708 794,556,950 774,469,450 
 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  
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区 分 

 

 

９ 入院助産制度 

 

所管係 

 

 

児童給付係 

 

 

 

 

   保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由で入院して出産することが困難な妊産婦に助産施設を 

提供し、出産に要した費用についてその経費を負担する。 

 

  （入所措置対象者） 

    次の①及び②の条件を共に満たしている人 

① 前年分の世帯の所得税額が、8,400円以下であること 

② 医療保険による出産に対する給付金（出産育児一時金）が、404,000円以上支給されないこと 

ただし、生活保護世帯に属している人あるいは市町村民税非課税世帯に属している人は、上記にかか

わらず対象とする。 

 

（その他） 

① 所得による階層区分により自己負担金がある。 

② 助産施設が指定されている。 

 

（財源の負担割合） 

    自己負担額を除いた額 

国 1／2 

府 1／4 

市 1／4 

 

 

 

 

 

◇ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号） 

◇ 助産施設に関する規則（昭和 43年宇治市規則第 23号） 

 

 

 

 

 

措置人員及び事業費の状況                         （各年度決算額） 

年 度 
区 分 

26 27 28 29 30 

 措 置 人 員 （人） 23 13 24 23 23 

 事 業 費 （円） 9,935,733 6,141,447 11,500,020 8,290,113 9,341,454 
 

制 度 の 概 要  

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等  
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区 分 

 

 

10 奨学資金の貸与 

 

 

所管係 

 

 

児童給付係 

 

 

 

 

勉学意欲がありながら経済的理由により修学が困難な人に奨学資金を貸与する。 

奨学資金は、宇治市奨学資金及び宇治市篤志者奨学資金とする。（市単独事業） 

 

（制度を利用できる人） 

① 国・公・私立の高等学校、高等専門学校及び大学のいずれかに在学していること 

② 保護者が宇治市内に在住していること 

③ 学資の支出が困難であること（宇治市が定める所得基準以内） 

④ 日本学生支援機構や他の奨学資金の貸付（給付）を受けていないこと 

 

（奨学資金の額） 

① 高等学校 

 国公立     月額     6,600円 

 私 立     月額    13,500円 

② 高等専門学校 

    1～3学年 月額     6,600円 

       4～5学年 月額    12,000円 

③ 大  学 

 国公立     月額    21,000円 

 私 立     月額    30,000円 

 

 

 

 

◇ 宇治市奨学資金貸与条例（平成 17年宇治市条例第 12号） 

◇ 宇治市奨学資金貸与条例施行規則（平成 17年宇治市規則第 26号） 

◇ 宇治市篤志者奨学基金条例（昭和 54年宇治市条例第 1号） 

 

 

 

 

貸与人数及び貸与額の状況                          （各年度決算額） 

年 度 
区 分 

26 27 28 29 30 

貸 

与 

人 

数 

高 等 学 校 （人） 2 0 1 1 0 

高等専門学校（人） 0 0 0 0 0 

大     学（人） 9 12 8 12 4 

 計   （人） 11 12 9 13 4 

貸 与 額 （円） 3,132,000 3,996,000 2,635,200 4,183,200 1,440,000 

 

 

 

 

 

 

 
 

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  

制 度 の 現 況  
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区 分 

 

 

11 母子家庭奨学金の進達 

 

 

所管係 

 

 

児童給付係 

 

 

 

 

   京都府内（京都市を除く）の母子家庭に対し、教育、養育等に要する経費の一部を助成することにより、

母子家庭の福祉を推進する目的で支給される。 

   進達事務のため、府において決定され、支給される。 

 

（支給対象者） 

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39年法律第 129号）第 6条第 1項の規定による女子であって、

乳幼児、小学生、中学生、高校生を扶養している者又はこれに準じると知事が認める者（20歳未満で府

の他の奨学金を受給している者を除く。） 

 

（支給額） 

    乳 幼 児     1人当り年額    11,000円 

    小 学 生     1人当り年額    21,500円 

    中 学 生     1人当り年額    43,000円 

    高 校 生     1人当り年額    64,000円 

（高等学校入学支度金  35,000円） 

 

 

 

 

◇ 母子家庭奨学金等支給要綱（昭和 49年京都府告示第 241号） 

 

 

 

 

 

受給状況                              （各年度 3月末現在） 

年 度 
区 分 

26 27 28 29 30 

受給者数（人） 1,695 1,546 1,524 1,586 1,535 
 

制 度 の 現 況  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 概 要  
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区 分 

 

 

12 ひとり親家庭等福祉生活資金の貸付 

 

 

所管係 

 

 

児童給付係 

 

 

 

 

宇治市に居住するひとり親家庭の父又は母及び児童等に、日常生活に緊急に必要とする生活資金を無利

子で貸し付ける。（市単独事業） 

（平成 17年度より父子家庭も対象） 

 

（貸付の要件） 

貸付限度額     50,000円以内 

返 済 期 限     貸付の日から 1年以内 

 

 

 

 

◇ 宇治市ひとり親家庭等福祉生活資金貸付規則（昭和 41年宇治市規則第 15号） 

 

 

 

 

貸付の状況                               （各年度決算額） 

年 度 

区 分 
26 27 28 29 30 

貸 付 件 数 （件） 3 3 0 0 0 

貸 付 金 額 （円） 105,000 150,000 0 0 0 
 

     

 

区 分 

 

 

13 ひとり親家庭自立支援給付事業 

 

 

所管係 

 

 

児童給付係 

 

 

 

 

ひとり親家庭の親等の就業をより効果的に促進するため、資格取得のための費用等の一部を支給する。 

（平成 25年度より父子家庭も対象） 

（対象者） 

宇治市内在住のひとり親家庭の親等で、本人の所得が児童扶養手当支給水準であること。 

① 自立支援教育訓練給付金事業 

○対象講座 雇用保険制度の一般教育訓練給付の指定教育訓練講座 

○支給金額 教育訓練経費の 60％（12,001円以上 200,000円以下） 

※ただし、雇用保険制度の一般教育訓練給付金の受給者は、教育訓練経費の 60％と一般教育訓

練給付金受給額との差額を支給 

② 高等職業訓練促進給付金事業 

○対象資格（1年以上のカリキュラムが対象） 

看護師（准看護師を含む）、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、理容師、美容師、

調理師、歯科衛生士、歯科技工士、言語聴覚士、製菓衛生師、社会福祉士 

○支給金額 訓練促進費     非課税世帯：月額 100,000円 

課税世帯：月額 70,500円 

修了支援給付金   非課税世帯： 50,000円 

（卒業後に支給）   課税世帯： 25,000円 

○支給期間 修学期間の全期間。ただし、上限 36ヵ月（平成 28年 4月に修学中の者から適用） 
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③ 高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 

○対象講座 高等学校卒業程度認定試験の合格を目指す講座 

○支給金額 受講修了時給付金  受講経費の 20%（4,001円以上 100,000円以下） 

            合格時給付金    受講経費の 40% 

※ただし、受講修了時給付金と合格時給付金の支給合計額は 150,000円を上限とする。 

 

 

 

◇ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39年法律第 129号） 

◇ 母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和 39年政令第 224号） 

◇ 母子及び父子並びに寡婦福祉法施行規則（昭和 39年厚生省令第 32号） 

◇ 母子家庭自立支援給付金及び父子家庭自立支援給付金事業の実施について（平成 26年 9月 30日雇

児発 0930第 3号） 

◇ ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業の実施について（平成 27年 4月 10日雇児発

0410第 5号） 

◇ 宇治市ひとり親家庭自立支援教育訓練給付金事業実施要項 

◇ 宇治市ひとり親家庭高等職業訓練促進給付金事業実施要項 

◇ 宇治市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業実施要項 

 

 

 

受給状況 

自立支援教育訓練給付金事業                         （各年度決算額） 

年 度 

区 分 
26 27 28 29 30 

支 給 件 数 （件） 3 2 1 4 5 

支 給 額 （円） 106,960 43,200 44,712 213,000 166,992 

 

高等職業訓練促進給付金事業 

年 度 

区 分 
26 27 28 29 30 

訓練促進給付金

支 給 件 数 （件） 
15 14 22 16 13 

修了支援給付金 

支 給 件 数 （件） 
3 3 9 8 4 

支 給 額 （円） 14,740,500 13,035,000 20,877,500 16,354,500 12,467,500 

 

高等学校卒業程度認定試験合格支援事業 

年 度 

区 分 
27 28 29 30 

支 給 件 数 （件） 1 0 0 0 

支 給 額 （円） 43,440 0 0 0 

  ※平成 27年度から実施 

 

（財源の負担割合：平成 25年度より） 

国  3／4 

市 1／4 
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区 分 

 

 

14 育成学級への入級 

 

 

所管係 

 

 

学童保育係 

 

 

 

 

○ 目 的 

保護者の労働又は疾病等の理由により昼間保護者が不在となる児童を放課後組織的に指導し、 

児童の安全と心身の健全な育成を図る。 

 

○ 対象児童 

宇治市立小学校（笠取、笠取第二小学校除く。）に在学する児童で、次の各号のいずれかに該当す

る者を対象とする。 

① 保護者が、労働その他の事情により昼間不在である家庭の児童 

② 保護者が、疾病又は看護のため家庭での適切な保護が受けられない児童 

③ 保護者が、妊娠中又は出産後間もないため家庭での適切な保護が受けられない児童（概ね、

産前・産後 8週間） 

 

○ 学童保育協力金 

当該事業に必要な経費の一部を保護者の所得に応じて負担。 

 

 

 

 

◇ 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号） 

◇ 宇治市放課後児童健全育成事業運営要綱（平成 15年宇治市告示第 39号） 

◇ 宇治市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

                    （平成 26年宇治市条例第 28号） 

 

 

 

 

入級児童数の推移 

                             （各年 5月 1日現在）（単位：人） 

年度 学校数 小学校在籍児童数 A 育成学級入級児童数 B 入級率（％） B／A 

28 20 10,273 1,998 19.4 

29 20 10,071 1,983 19.7 

30 20  9,899 2,001 20.2 

元 20  9,610 2,065 21.5 

 

（注）小学校在籍児童数は、笠取小学校及び笠取第二小学校は除く。 

 

 

制 度 の 概 要  

根 拠 法 令 等  

制 度 の 現 況  



- 63 - 

 

育成学級施設の現況 

                                （令和元年 5月 1日現在） 

学 級 名 学級数 定 員 児童数 

施設区分 

開設年度 余裕 

教室 

専用 

施設 

御蔵山育成学級 2 110 103  ○ 昭和 48年 4月 

木 幡  〃 2 100 86 ○  昭和 44年 4月 

宇 治  〃 4 200 195 ○  昭和 42年 6月 

岡 屋  〃 2 100 98  ○ 昭和 49年 4月 

南 部  〃 2 90 103  ○ 昭和 47年 4月 

三室戸  〃 2 120 115  ○ 昭和 50年 4月 

菟 道  〃 1 70 66 ○  昭和 47年 4月 

菟道第二 〃 3 120 161  ○ 昭和 43年 4月 

神 明  〃 3 150 96  ○ 昭和 47年 4月 

小 倉  〃 2 120 154  ○ 昭和 42年 6月 

槇 島  〃 2 120 138  ○ 昭和 45年 5月 

北槇島  〃 1 50 45  ○ 昭和 58年 4月 

北小倉  〃 1 40 33 ○  昭和 48年 4月 

西小倉  〃 1 60 70 ○  昭和 45年 5月 

南小倉  〃 1 40 48 ○  昭和 53年 4月 

伊勢田  〃 2 100 89 ○  昭和 49年 4月 

平 盛  〃 2 80 58  ○ 昭和 50年 4月 

西大久保 〃 1 50 62 ○  昭和 46年 4月 

大久保  〃 4 190 228  ○ 昭和 43年 4月 

大 開  〃 2 100 117 ○  昭和 51年 4月 

合  計 40 2,010 2,065 9 11  

 

（注）各育成学級は、小学校の余裕教室及び敷地内の専用施設で開設しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


